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１．はじめに 

 建設作業振動への対策では，低振動型の機械や工法

を用いる発生源対策が主に行われる．しかし，現場条

件により発生源対策が行えない場合や発生源対策の効

果が十分でない場合などは，伝搬経路対策を検討する．

伝搬経路対策には防振溝や防振壁などがあるが，対策

が大規模であり，工期や費用の問題からほとんど実用

に至らないのが現状である．そこで本研究では，地盤

振動の簡便な伝搬経路対策として，地盤表面に質量体

を設置する方法（以下，質量体）と，質量体を対象と

した振動数で共振させる方法（以下，振動系）につい

て，低減効果の発現状態を把握するため数値解析と模

型実験を行う．本報では，下記の項目について数値解

析により検討したので結果を報告する． 

① 質量体の振動数ごとの低減効果 

② 振動系の振動数ごとの低減効果 

③ 質量体の質量と低減効果の関係 

２．質量体と振動系の概要 

 図１に質量体と振動系の構成を示す．質量体はおも

りのみから成り，質量の付加による地盤変位の拘束や

慣性力などによって振動を低減する．振動系はおもり，

バネ，ダンパーおよび基礎から成る．加振点からの入

射波と振動系の振動による加振で発生する波が干渉し，

特に入射波の振動数が振動系の固有振動数と一致した

場合に低減効果を発揮する． 

３．解析手法 

 解析には 3 次元地盤―構造物相互作用解析プログラ

ム「Super FLUSH/3D」を使用した．質量体および振動

系とその周辺地盤を有限要素法でモデル化し，地盤は

成層地盤として薄層要素法でモデル化した． 

 解析に用いたモデル地盤は，表層と支持層の 2 層構

造とした．地盤の半無限性を考慮するため，支持層は

地表面から－200m までモデル化し，下端は粘性境界と

した．表 1 にモデル地盤の物性値を示す．モデル地盤

の物性値は，文献 1)の模型地盤に使用したシリコンを想 

 

図 1 質量体と振動系の構成 
 

 

図 2 解析モデルの平面図 

表 2 質量体および振動系のおもりと基礎の物性値 

 

定して設定した． 

 図 2 に解析モデルの平面図を示す．質量体または振

動系は，その中心が加振点から 6.0m となるよう配置し

た．表 2 に質量体および振動系のおもりと基礎の物性

値を示す．物性値は鉄筋コンクリートを想定して設定

し，平面寸法はいずれも 1,000mm×4,000mm とした．

質量体は厚さを 3 通りに設定し，m = 1.88t，3.76t，7.52t

として質量が低減効果に与える影響を検討した．振動

系の質量はおもりと基礎でそれぞれ 3.76t とし，固有振

動数が加振振動数と一致するようバネ定数を調整した． 
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表 1 モデル地盤の物性値 
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加振力の振幅は 1.0tf の単位振幅とした．加振振動数の

幅は 4～20Hz とし，この中の 1/3 オクターブバンド中心

周波数で加振した．加振方向は鉛直とした． 

４．解析結果 

 図 3に振動加速度分布の例を示す．本検討では，振動

加速度の変化が明瞭な質量体および振動系の近傍の 2

点（P1：加振点から 8.0m，P2：P1 の側方 4.0m）に着目

して結果を整理する．  

 図 4と図 5に，質量体と振動系の振動数ごとの低減効

果を示す．以降，質量体または振動系の有無による振動

加速度レベルの差を低減量として示す．図 4 より，質量

体の低減量は 4～10Hz にかけて減少し，12.5Hz 以上で

は振動数が高いほど増加する傾向が確認できる．ただし，

6.3～16Hz では低減量が負の値となっており，質量体が

振動して新たな加振力となっていることが考えられる．

一方，振動系は 5Hz 以上で明確な低減効果を確認でき

る．低減量は 8Hz が最大であり，12.5Hz 以上では振動

数の増加に伴い小さくなった．質量体と振動系を比較す

ると，振動系のほうが低い振動数から低減効果が現れ，

低減量も大きいことがわかる．また振動数が高くなるに

つれて，振動系と質量体の低減量が近づく傾向が確認で

きる．図 5 より，P2 についても質量体と振動系を比較

すると同様の傾向が確認できる．一方で，低減量のピー

ク，ディップとなる振動数は P1 と P2 で異なった．こ

れは，加振点からの入力波と質量体または振動系によっ

て発生する波の位相が，場所と振動数に依存して異なる

ためと考えられる． 

 図 6 と図 7に質量体の質量と低減効果の関係を示す．

図 6 より，4Hz と 5Hz では質量に係らず低減効果はほ

とんど確認できない．8Hz で質量が最も大きい m = 7.52t

の低減量は大きく減少するが，10Hz 以上では最大とな

っている．P2 においても，低減量は 10Hz 以上で m = 

7.52t が最も大きく，質量が大きいほど低減量は大きい

傾向が確認できる． 

５．まとめ 

 数値解析により質量体と振動系の低減効果を確認し

た．質量体は質量が大きいほうが低減量は大きくなり，

一定以上の振動数で低減効果を発揮することを確認し

た．振動系は質量体に比べ低い振動数から低減効果を発

揮し，低減量も大きいことを確認した．これらの低減効

果の現れ方は場所により異なるが，その原因の詳細につ

いては今後の検討課題とする． 
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図 3 振動加速度分布の例（10Hz） 
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図 4 質量体と振動系の振動数ごとの低減効果（P1） 
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図 5 質量体と振動系の振動数ごとの低減効果（P2） 
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図 6 質量体の質量と低減効果の関係（P1） 
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図 7 質量体の質量と低減効果の関係（P2） 
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